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4.地域再生計画の目標 

下関市は、本州の最西端に位置し、南部は北九州市につながる都市地域

で、北部は豊かな田園空間や青い海で構成されている。また市内には、西

日本最大の弥生時代の貯蔵庫群がある「綾羅木郷遺跡」があり、古くから

アジアとの交流も盛んである。 
平成１７年２月に下関市、菊川町、豊田町、豊浦町、豊北町の１市４町

が合併し、人口３０万人の下関市となり、平成１７年１０月には中核市に

移行した。 
下関市は、新市建設計画において、まちづくりの基本理念として、人と

人、人と自然、人と歴史のつながりを大切にしつつ、新たなまちを共に創

りあげていく、「自然と歴史と人が織りなす交流都市」を掲げている。こ

の基本理念に即したまちづくりを進めるため、南部の都市地域拠点ゾ－ン

と北部の農林水産業振興ゾ－ンを結ぶ道路や情報ネットワ－クなどを地

域連携軸として位置付け、これらの機能強化を図ることとしている。 
南部の都市拠点ゾ－ンは、幹線道路網が交差する山陽新幹線「新下関駅」周

辺の慢性的な渋滞など、市街地から周辺部へのアクセスは必ずしも容易ではな

い状況となっており、南北地域間の円滑な移動ル－トの確保が求められてい

る。 
一方、北部の農林水産業振興ゾ－ンでは、水稲を基幹として、露地野菜

や施設野菜花き、果樹など多様な組み合せによる生産が行われているが、

国産需要の減少や農林業従事者の高齢化、後継者不足により生産額は伸び

悩んでいる。また、この地域は、県内でも有数の林業地でありながら、林

道網の整備が十分ではないため、間伐等、森林整備に支障を来している。

このような状況の中、最近の地産・地消運動を受け、南部の都市地域から新

鮮な農産物や農林業体験を求めて北部の農村地域へ出かける交流人口が徐々
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に増加しており、平成１６年には、旧豊田町が構造改革特区「とよたアグリビ

ジネス特区」の認定を受け、新しい農業担い手の育成、交流人口の拡大によ

る地域振興を推進している。 
また、古代から現代まで歴史の舞台となったこの地域を訪れる観光客も

増加している。 
そこで、これら都市農村交流の動きをより一層促進し、歴史施設へのア

クセス改善のため、市道、広域農道、林道の一体的な整備を図り、都市部

と田園空間を結ぶ「むらまち交流田園周遊ル－ト」を構築し、道の駅「き

くがわ」、道の駅「蛍街道西の市」や農業公園「みのりの丘」、川棚温泉、小月

原木市場、弥生・古墳時代の考古資料を展示した国の史跡「綾羅木郷遺跡」、

各地域に点在する朝市など、多様な地域資源の広域的かつ有機的な連携を

促進することにより、都市農村交流を核とする地域の活性化や豊かな森林

づくりを目指す。  
 

（目標 1） 朝市交流人口の増加（現況１６万人→目標１８万人） 
（目標２） 間伐実施面積の増 （現況３７０ha→目標４５０ha） 
（目標３） 農山村交流体験人口（現況 1万人→目標 2万人） 
（目標４） 交流拠点施設へのアクセス時間改善 

（田園周遊ル－ト 現況 2時間３０分→目標 2時間１０分）
 

５． 目標を達成するために行う事業 

 ５－１．全体の概要 

下関南部の都市拠点ゾ－ンと北部の農村部を結ぶ広域農道、林道白滝

線、市道「有冨延行線」、市道「五千原杣地線」、市道「冨任・上ｹﾞ組線」、

「川中綾羅木４０号線」、「川中綾羅木４３号線」の一体的な整備を行うこ

に増加しており、平成１６年には、旧豊田町が構造改革特区「とよたアグリビ

ジネス特区」の認定を受け、新しい農業担い手の育成、交流人口の拡大によ

る地域振興を推進している。 
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（目標 1） 朝市交流人口の増加（現況１６万人→目標１８万人） 
（目標２） 間伐実施面積の増 （現況３７０ha→目標４５０ha） 
（目標３） 農山村交流体験人口（現況 1万人→目標 2万人） 
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５． 目標を達成するために行う事業 

 ５－１．全体の概要 

下関南部の都市拠点ゾ－ンと北部の農村部を結ぶ広域農道、林道白滝

線、市道「有冨延行線」、市道「五千原杣地線」の一体的な整備を行う

ことにより、都市部と田園空間を結ぶむらまち交流田園周遊ル－トを創
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とにより、都市部と田園空間を結ぶむらまち交流田園周遊ル－トを創ると

ともに、国指定史跡（綾羅木郷遺跡）の整備や、旧豊田町の「とよたアグ

リビジネス」の活用を図り、都市農村交流の促進による地域活性化を推進

する。 
 
・ 広域農道      平成 ８年１２月５日 土地改良事業計画確定

・ 林道「白滝線」   平成１６年      地域森林計画に記載 
・ 市道「有冨延行線」 昭和６１年１２月   市道認定 
・ 市道「五千原杣地線」昭和３８年 4月   市道認定 
 ・ 市道「富任・上ゲ組線」   昭和６１年１２月    市道認定 
・ 市道「川中綾羅木４０号線」 平成１１年 ３月    市道認定 
・ 市道「川中綾羅木４３号線」 平成１８年 ３月    市道認定予定

 
   

５－２．法第４章の特別の措置を適用して行う事業 

（１）道整備交付金を活用する事業 
事業箇所等については、別添の整備箇所を示した図面による。 
 [施設の種類（事業区域）、事業主体] 
 ・市道         （下関市）  下関市 
 ・広域農道       （下関市）  山口県 
 ・林道         （下関市）  山口県、下関市 
 
[事業期間] 
 ・市道            （平成１８～２１年度） 
 ・広域農道          （平成１７～２１年度） 
 ・林道            （平成１７～２１年度） 

るとともに、旧豊田町の「とよたアグリビジネス特区」の活用などを図

り、都市農村交流の促進による地域活性化を推進する。 
 
 
 
・ 広域農道      平成 ８年１２月５日 土地改良事業計画確定 
・ 林道「白滝線」   平成１６年      地域森林計画に記載 
・ 市道「有冨延行線」 昭和６１年１２月   市道認定 
・ 市道「五千原杣地線」昭和３８年 4月   市道認定 
   

 
 
 
 

５－２．法第４章の特別の措置を適用して行う事業 

道整備交付金を活用する事業 
 
[施設の種類（事業区域）、事業主体] 
 ・市道         （下関市）  下関市 
 ・広域農道       （下関市）  山口県 
 ・林道         （下関市）  山口県、下関市 
 
[事業期間] 
 ・市道            （平成１８～２１年度） 
 ・広域農道          （平成１７～２１年度） 
 ・林道            （平成１７～２１年度） 
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  [整備量及び事業費] 
 ・市道 １．６ｋｍ 広域農道 １９．７ｋｍ 林道  ５．７ｋｍ 
・総事業費 １２，２６０，０００千円 

  市道    ２，４４０，０００千円（うち交付金１，２２０，００

０千円） 
広域農道  ８，９９０，０００千円（うち交付金４，４９５，００

０千円） 
林道      ８３０，０００千円（うち交付金  ４１５，００

０千円） 

５－３．その他の事業 

  ５－３－１．地域再生基本方針に基づく支援措置による取り組み 
    該当なし 
  ５－３－２．地域再生基本方針に基づく支援措置によらない取り組み 

  地域再生法による特別の措置を活用するほか「自然と歴史と人が

織りなす交流のまちづくり」を達成するため以下の事業を一体的に

行うものとする。 
（１）国指定史跡（綾羅木郷遺跡）の整備 
平成１７年３月に下関市が策定した「国指定史跡整備事業基本計 
画」に基づく整備を実施する。 
整備方針：１）遺跡群全体の保存活用 
     ２）史跡の確実な保存 
     ３）綾羅木台地の歴史景観・自然環境の保全 

 
 
（２）「とよたアグリビジネス」の取り組み 

 
  [整備量及び事業費] 
  ・市道 １．３ｋｍ 広域農道 １３．８ｋｍ 林道  ５．７ｋｍ 
  ・総事業費   １０７億円 
   市道   ２１億２千万円（うち交付金 １０億６千万円） 

広域農道 ７７億７千万円（うち交付金 ３８億８千５百万円） 
林道    ８億３千万円（うち交付金  ４億２千万円） 

 
 
       

５－３．その他の事業 

  ５－３－１．地域再生基本方針に基づく支援措置による取り組み 
    該当なし 
  ５－３－２．地域再生基本方針に基づく支援措置によらない取り組み 

  地域再生法による特別の措置を活用するほか「自然と歴史と人が

織りなす交流のまちづくり」を達成するため以下の事業を一体的に

行うものとする。 
（１）広域農道 豊関地区 
・農産物の物流効率化を図るために実施中であり、完成すれば、市

内と菊川地域を結ぶ都市農村交流に資する路線となる。 
[施設の種類（事業区域）、事業主体]  

   広域農道「補助事業分」   （下関市）  山口県 
[事業期間] 

   （平成１７～１８年度） 
 

（２）構造改革特別区域計画「とよたアグリビジネス特区」 
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 ・次の事業により、農業の衰退に歯止めをかけ６次産業型の新しい

アグリビジネスを創出し、新しい担い手の育成、交流人口の拡大で

地域振興を図るものである。 
目標：１）農地の遊休化に歯止めをかけ、「不作地ゼロ」を目指す。

    ２）「複合アグリビジネス」の新しい担い手を育成する。 
     ３）都市生活者を迎え入れ、交流定住人口を増やす。 
事業内容  

特定法人への農地貸付け 
市民農園整備 （下関市豊田地域）  
農地面積取得緩和 ５０a→１０a 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 ・次の特定事業を活用することにより、農業の衰退に歯止めをかけ

６次産業型の新しいアグリビジネスを創出し、新しい担い手の育成、

交流人口の拡大で地域振興を図るものである。 
目標：１）農地の遊休化に歯止めをかけ、「不作地ゼロ」を目指す。 

    ２）「複合アグリビジネス」の新しい担い手を育成する。 
     ３）都市生活者を迎え入れ、交流定住人口を増やす。 
 特定事業     

１００１  特定法人への農地貸付け 
１００２ 市民農園整備 （下関市豊田地域）  
１００６  農地面積取得緩和 ５０a→１０a 

 認定年月日 
   平成１６年３月２４日 

 


